


































宮 入 興 一＊
はじめに	─本論文の問題意識と課題
東日本大震災が 2011 年 3 月 11 日に発生して以
来、7 年以上が経過した。しかし、全国の避難者
数は、2018 年 6 月 14 日現在、いまだ 47 都道府
県、1027 市区町村におよび、6 万 1561 人に達す
る。とりわけ、他県への避難者数は、福島県から
40 研究紀要『災害復興研究』第 10号
の 3 万 3622 人（54 .6％）が圧倒的に多く、宮城県




。死者・行方不明者は約 2 .2 万人と、阪神・淡
路大震災 6437 人の 3 倍を超えている。建物被害
も、全壊 12 .2 万戸、半壊 28 .1 万戸、合計 40 .3 万
戸と、都市型大災害であった阪神・淡路大震災の
約 25 万戸さえ 1 .6 倍も凌駕している。経済被害額
は、内閣府の推計では約 16〜25 兆円と、阪神・淡
路大震災の国土庁推計約 9 .6 兆円を大幅に上回
る。これに、政府が見積もる福島原発事故処理費










































財源確保法」（2011 .11 .30 成立）に基づき、また
「東日本大震災復興特別区域法」（2011 .12 .7 成立）
に 次 い で、 期 間 限 定 の 復 興 庁 も 新 設 さ れ た







































































































































































































































その上に、第 22 条「居住権、職業選択権」、第 25












































































































































































の決算総額は 24 .4 兆円で、ほぼ予算額に匹敵す
る。復興経費の多くはハードな大企業中心の公共
事業関係に重点投資された。すなわち、公共事業
等関係に約 4 .0 兆円（16 .4％）、その財源に充てる
震災復興交付金に約 2 .9 兆円（11 .8％）、災害廃棄
物処理事業に約 1 .1 兆円（4 .5％）、震災復興特別交







で約 1 .7 兆円（41 .7％）、上記の 4 経費合計では約
2 .3 兆円、55％を超えている。
一方、「予算の流用」も続いた。典型的には、




に、2011 年度補正予算と 12 年度予算現額を分析
して、被災者 ･ 被災地にかかわる「復興直結事業」
が件数で 912 件（65 .0％）であるのに対して、「全
国的復興関連事業」は 353 件（25 .2％）、どちらと




の 3 年間課税の予定が 2 年間で打切られ、1 年分
0 .8 兆円が企業減税となった。そのうえ、「国内立















































円（3 .9％）、また生活再建支援金 ･ 医療 ･ 介護 ･
福祉 ･ 教育 ･ 雇用等、「人間的復興」に関わる経費






年度 2011 2012 2013 2014 2015
区分 決算 決算 決算 決算 決算 合計 （％）
災害救助等関係 6,450 1,539 651 535 435 9,610 3.9
内 災害救助費 4,946 1,090 446 355 243 7,080 2.9
災害援護資金貸付等 1,504 449 205 180 192 2,530 1.0
災害廃棄物処理事業 3,187 3,489 3,750 501 148 11,075 4.5
公共事業等関係 5,070 9,138 9,292 7,613 8,847 39,960 16.4
災害関連融資関係 14,740 1,953 1,253 99 255 18,300 7.5
東日本大震災復興交付金 2,506 13,194 4,502 5,439 3,081 28,722 11.8
震災復興特別交付税等 22,409 6,704 5,771 4,116 4,415 43,415 17.8
その他の大震災関係 27,844 7,665 5,634 2,261 2,535 45,939 18.8
内 被災者生活再建支援金 1,683 435 201 130 115 2,564 1.1
医療保健・介護・福祉 2,230 628 204 226 344 3,632 1.5
教育支援等 390 189 117 77 77 850 0.4
雇用関係 4,270 521 458 4 158 5,411 2.2
（小計） 8,573 1,773 980 437 694 12,457 5.1
農林水産業 3,688 999 341 179 144 5,351 2.2
中小企業対策費 1,034 1,428 705 342 175 3,684 1.5
うち中小企業グループ補助金 327 1,128 624 284 137 2,500 1.0
国内立地補助金等 5,000 682 1,430 300 360 7,772 3.2
資源・エネルギー関係 4,106 411 180 133 277 5,107 2.1
原子力災害復興関係 7,371 2,520 5,531 8,045 7,867 31,334 12.9
内 原子力災害復興関係等 2,567 471 623 3,697 1,438 8,796 3.6
除染関係 2,762 1,954 2,987 3,842 5,329 16,874 6.9
放射性汚染廃棄物処理 13 93 1,613 401 931 3,051 1.3
中間貯蔵施設 5 2 22 64 170 263 0.1
全国防災対策費 1,376 6,911 3,736 2,065 1,598 15,686 6.4
合計 90,953 53,113 40,120 30,674 29,181 244,041 100.0
（外）復興債償還費等 － 10,018 8,446 7,246 7,917 33,627 －
注 1  ： 2010‒2015 年度の決算額。ただし、2010 年度については、予備費から災害救助費に 391 億円、そのほかに 49 億
円が支出されたが、本表では、2011 年度の決算額に含めて計上している。「中小企業グループ補助金等」のうち「グ
ループ補助金」は合計 2500 億円。「原子力災害復興関係等」の 2011 年度には、「原子力損害賠償法関係」2380 億円、
「原子力賠償機構法関係」186 億円を含む。
































額が 0 .3 兆円（1 .2％）と僅少であって、申請グルー






















取付けも 1174 件（18 .9％）に過ぎなかった。また
後者でさえ、相談件数 2759 件に対して支援決定
件数は 736 件（26 .7％）、うち債務買取りは 702 件












件数 912 27 326 136 1,401
（％） （65.0） （1.9） （23.2） （9.7） （100.0） 
歳出予算額 77,358 2,976 12,977 20,229 113,540
（％） （68.1） （2.6） （11.4） （17.8） （100.0） 
注 1  ： 2011 年度第補正予算と 12 年度復興特別会計の各支出済み額の合計。
注 2  ： ①の「復興直結事業」は、被災地の復旧・復興および被災者の生活再建に直接関係する事業。
注 3  ： ②の「全国的復興関連事業」は、①を除く、「津波対策・学校耐震化事業」と「その他事業」とに区分集計。














































これら原子力災害復興経費合計約 3 .1 兆円のう


































































































































見込み額約 4 兆円、11 年度決算剰余金約 2 兆円、
計約6兆円を加え、合計で25兆円程度を確保する
とした。さらに、国は、第 13 回復興推進会議決
定（2015 .6 .25）において、復興後半 5 年間の「復
興・創生期間」の事業規模と財源見込み額 6 .5 兆
円程度を加えて、全復興期間 10 年間の財源規模











そのうち、復興特別税は約 3 .4 兆円（9 .2％）、うち
復興特別所得税が約 1 .1 兆円（3 .0％）、復興特別法
人税が約 2 .3 兆円（6 .2％）となっている。ただし、
上掲表 3 のように、復興特別法人税は、当初の付
加税率 10％、課税期限 3 年間が、安倍内閣の下で
2年間に短縮された。そのため、特別法人税は2 .4
兆円が 1 .6 兆円へと、約 8000 億円の大幅減税と
なった。反対に、復興特別所得税は当初の 10 年
間の期限が 25 年間（2013‒2037 年度）へと大幅に






















復興事業費 25.5 兆円 6.5 兆円 合計 32.0 兆円（以下、金額はすべて「兆円程度」。）
復興財源
計上済財源（1） 26.3 －
（1） 復興増税：所得税（25 年）7.3、法人税（3 年
→ 2 年）1.6、個人住民税（10 年）0.8、小計 9.7、
郵政株売却収入 4.0、歳出削減・税外収入 12.6
不用額 △ 0.8 －
（合計） 25.5 －
新規財源（2） － 3.2 （2）一般会計繰入収入 2.4、税外収入 0.8














（税外収入等）約 8 .3 兆円（22 .4％）、一般会計（歳
出予算既定経費削減分）約 3 .9 兆円（10 .5％）、前
































2011 2012 2013 2014 2015 ％
復興特別所得税 － 511 3,338 3,491 3,706 11,048 3.0
復興特別法人税 － 6,493 12,043 4,327 48 22,913 6.2
一般会計より受入 － 19,999 31,769 16,874 13,817 82,640 22.4
特別会計より受入 － － － 1 9 11 0.0
公共事業費負担金収入等 － 61 42 607 717 1,430 0.4
雑収入 2,689 123 1,808 3,433 4,190 12,246 3.3
前年度余剰金収入 19,987 － 18,700 23,635 15,652 77,976 21.2
政府資産整理収入 17 － － － － 17 0.0
復興公債金 112,499 23,032 － 1,199 13,199 149,932 40.8
歳出予算既定経費減額 38,643 － － － － 38,643 10.5
震災復興等事業以外の財源 △ 29,104 － － － － △ 29,104 △ 7.9
　合　計 144,733 50,222 67,703 53,573 51,344 367,576 100.0
（除 , 復興公債金） 32,233 27,189 67,703 52,373 38,144 217,644 59.2
注 1  ： 2011 年度については、同年度の予備費 503 億円余が関係経費として使用され、財源に含めている。
注 2  ： 2011 年度の「既定経費減額」は、子ども手当等の減額補正による財源捻出分。




















































年	度 2011 2012 2013 2014 2015 合 計 通常分
区	分 億円 億円 億円 億円 億円 億円 ％ ％
一般財源 14,164 9,260 6,231 5,954 7,355 42,964 17.2 58.0
内 震災復興特別交付税 8,134 7,645 5,071 5,144 5,889 31,884 12.8 －
国庫支出金 26,848 28,373 19,332 17,039 13,927 105519 42.4 14.2
内 普通建設事業費支出金 3,364 2,864 2,019 1,833 1,909 11,989 4.8 1.4
災害復旧事業費支出金 2,500 3,749 4,035 2,907 3,353 28,589 6.6 0.2
東日本大震災復興交付金 2,501 13,127 4,507 5,399 3,055 16,544 11.5 －
地方債 2,354 5,991 4,099 2,855 2,870 18,169 7.3 11.8
その他 6,978 16,465 19,048 20,083 19,913 82,487 33.1 16.0
内 繰入金 2,468 9,904 10,777 11,952 12,471 47,572 19.1 2.8
繰越金 372 3,647 5,722 5,347 4,724 9,742 8.0 2.8
貸付金元利収入 2,918 2,675 2,389 2,584 2,510 19,813 5.3 5.5
合　計 50,345 60,089 48,709 45,931 44,065 249,139 100.0 100.0
（外）取崩し型復興基金 1,960 1,047 － － － 3,007 1.2 －
注 1  ： 「取崩し型復興基金」は、「震災復興特別交付税」に含まれているので、欄外に再掲した。
注 2  ： 通常分は、歳入決算額（2011‒15 年度合計）から東日本大震災分を引いた通常収支分の構成比（％）。
資料： 総務省「地方財政白書」（2013‒2017 年版）、より作成。
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に、「取崩し型復興基金」が、2011 年度 12 月分の
特別交付税によって、被災9県に合計1960億円で
創設された。その後、津波被災地域の住民の定着
促進を目的に、2012 年度 3 月分の震災復興特別交
付税によって、青森・岩手・宮城・福島・茨城・















1. 文部科学省 4 83 0.4 53 30
2. 厚生労働省 3 7 0.03 1 6
3. 農林水産省 9 2,833 14.0 2,683 149
4. 国土交通省 23 17,248 85.4 15,550 1,698
5. 環境省 1 21 0.1 21 －
合　　計 40 20,192 100.0 18,308（100） 1,883（10.3）
注 1  ： 東北３県（岩手県、宮城県、福島県）における 5 省 40 事業の復興交付金交付可能額。
注 2  ： 第 1 回（2012.3.2）～第 9 回（2014.6.24）の交付金配分合計額。




























































執行率％ 市町村交付額 ② /①％
青森県 80 80 4.1 68.58 40.00 85.7 95.1
岩手県 420 420 21.4 377.82 210.00 90.0 53.7
宮城県 913.14 660 33.7 753.42 330.00 82.5 71.5
福島県 570 570 29.1 512.55 285.00 89.9 57.9
茨城県 168.57 140 7.1 146.08 70.00 86.7 100
栃木県 40.18 40 2.0 40.12 20.00 99.9 100
千葉県 30.01 30 1.5 30.01 30.01 100 91.4
新潟県 10 10 0.5 10.00 5.00 100 100
長野県 10.1 10 0.5 10.10 10.10 100 73.2
合　計 2,242.00 1,960 100.0 1,948.68 1,000.11 86.9 65.8
注 1  ： 宮城県・茨城県・栃木県・千葉県・長野県の ｢基金規模｣ には、寄付金等からの繰入分を含む。
注 2  ： 新潟県のみ、以前からの「中越大震災復興基金」に特別会計を設置。長野県は、全額栄村に交付。
注 3  ： 「復興基金活用額」は、2011‒2016 年度実績額に 2017 年度当初予算額を加算したもの。
注 4  ： 「市町村執行率」は、市町村復興基金規模で市町村復興交付金活用額を除した比率（％）。なお、岩手県、
福島県は、市町村基金規模への寄付金等からの繰入額が多く、各 306.06 億円、431.79 億円となっている。こ
れに対して、宮城県は、市町村基金規模への寄付金等の繰入額がほとんどなく、330.89 億円に過ぎない。























































































































































GDP の現行 1％から 2％に引き上げ、これを年内
に決定予定の次期防衛大綱・中期防衛計画に採り
入れようとしている。GDP の 1％は年約 5 .2 兆
円、10 年間で約 52 兆円となる。土木学会が先に
提起した減災事業費は、南海トラフ、首都直下を


















2）	 兵庫県編（2016）p .	17、内閣府（防災担当）（2011）pp .	
2‒3、復興庁（2018a）p .	2、内閣府（防災担当）（2016）
p .	21。なお、民間研究機関の別の推計によれば、福島第




明者数は、東日本大震災の約 2 .2 万人に対して最大で約
32 .3 万人（約 14 .6 倍）、全壊建物数は約 12 .2 万棟に対し
て約 238 .6 万棟（約 19 .6 倍）、直接経済被害額は、約 16〜
25 兆円に対して約 97 .6〜169 .5 兆円（約 6 .1〜6 .8 倍）に達
すると想定されている（内閣府（2014）pp .	91‒98）。さら
に、最近の土木学会の推計では、間接被害を含めた経済


































18）	 ただし、政府や財界の復興構想が、ナオミ ･ クライン



























































資本主義の正体を暴く（上 ･ 下）』幾島幸子 ･ 村上
60 研究紀要『災害復興研究』第 10号
由見子訳、岩波書店、2011 年（Klein,	Naomi,	The 


















（2011 .4 .11 閣議決定）2011 年。
内閣府（防災担当）「東日本大震災における被害額の推計に
ついて」（2011 .6 .24）2011 年。









日本経済研究センター『事故処理費用は 50 兆円〜70 兆円
になる恐れ─負担増なら東電の法的整理の検討
を、 原 発 維 持 の 根 拠、 透 明 性 高 い 説 明 を 』
（2017 .3 .7）2017 年。
東日本大震災復興対策本部「東日本大震災からの復興の基



































Public Finance and Fiscal Resources 
for Recovery from the Great East Japan 
Earthquake
Abstract:
The Great East Japan Earthquake and Tsunami of 2011 resulted in the 
greatest disaster Japan has suffered since the end of World War II (1945). 
Fiscal measures taken to cope with its impact, therefore, far surpassed the 
public spending and funding resources mobilized for reconstruction following 
the Hanshin-Awaji Earthquake of 1995, which was the most destructive 
disaster previous to the 2011 Tohoku earthquake. This paper looks first at the 
characteristics of fiscal principles, policies, and measures taken for recovery 
from the Tohoku disaster, counterposing “creative reconstruction” against 
“human recovery,” the former giving priority to government- and business-
led development and growth and the latter giving more attention to disaster 
victims and residents and revitalization of their livelihoods, occupations, and 
communities. The characteristics are most manifest in terms of fiscal spending, 
conspicuously placing “creative reconstruction” in a superior position to “human 
recovery.” However, “human recovery” is not always in the inferior position. 
Due to demands from disaster victims, residents, and the Japanese populace 
as a whole as well as assistance from municipalities (village, town, city, and 
prefecture level), “human recovery” has won a number of progressive measures 
in such areas as livelihood (health, welfare, housing, etc.) and community 
restoration, and recovery of small and medium-sized enterprises (SMEs) through 
public assistance programs such as “group subsidies for SMEs.” Special fiscal 
measures, although not necessarily sufficient, have been taken for recovery of 
nuclear power plant accident victims and affected areas.
Disaster recovery funds have been mobilized chiefly through increase 
of taxes (income tax, corporation tax, etc.), reduction of expenditures in the 
general account, nontax revenues, and sale of government-held shares, and the 
shortage is covered by increased issuance of special public bonds. But recovery 
funds are provided mainly by imposing heavier burdens on taxpayers through 
increased mass taxation and through uses of the funds that were supposed to 
have been used for national debt consolidation as well as for the increase of 
general administrative expenses such as social security and the like.
62
About half of recovery funds have been made available through fiscal 
transfers from the national to local governments and been used in combination 
with general and other funds of local budgets. The notable feature of this field 
is the creation of new systems such as “disaster recovery subsidies,” “special 
local grant taxes for disaster recovery,” and “disposition-type recovery funds.” 
While being progressive compared to conventional recovery measures, these 
new systems still face many limitations and problems yet to be solved. In 
preparation for future large-scale disasters such as a potential Nankai 
megathrust earthquake, it is urgent to build a thoroughgoing recovery system 
reflecting the lessons learned from the new recovery funds and institutions 
adopted since the 2011 disaster.
Keywords:
Great East Japan Earthquake, creative reconstruction, human recovery, 
public finance for disaster recovery, people’s burden
